	都道府県番号
	
	都道府県名
	
	保険者番号
	
	保険者名
	


様式 ２
国保総合保健施設　運営事業実施計画書
Ⅰ　国庫補助所要額　　　　　金　　　　　　　　　　円（加算 ○､○ ）　（例）ア(ア)､ウ
Ⅱ　運営事業
１  施設の名称（設置年度）及び所在地
　（注）施設の設置、運用開始年度が異なる場合は、それぞれの年度を記入すること。
２  施設の内容
    　（例）　保健事業部門

　　　　　　　介護支援部門
　　　　　　　居宅ｻｰﾋﾞｽ部門・訪問看護
　　　　　　　　　○○○　　　　　○年○月　○○号（介護保険法による指定状況）

３  施設の連携状況
　　　（国民健康保険診療施設の名称・所在地及び併設・隣接の区別を記入すること。）
（注）介護支援部門・居宅サービス部門等が総合保健施設外にある場合、その部門を有する施設の名称及び連携状況を明らかにすること。

４　運営事業別内訳（保健事業部門及び介護支援部門で実施する事業別に記入すること。）
	経　 費 　区 　分
	対象経費支出予定額
	内　　　　 訳
	備　 考

	(例)

健康教育事業
　 給　　　料
 　職員諸手当等
　 　○○○手当
 　報　償　費
 　○○○
 健康増進指導事業
 　給　　　料
 　○○○
	 　　           円
	
	

	合　　　計
	
	
	


※健康診査（一般健診、人間ドック、がん検診、脳ドック等）事業に係る費用については助成対象外経費とする。

　（注）・施設管理に要する経費については保健事業部門及び介護支援部門に係るものを計上すること。また、その他事業実施に係る経費については国保被保険者に係るものを計上し、備考欄に「国保被保険者分」と記載すること。

　　　　・対象外の経費と案分する場合はその考え方を明らかにすること。
　　　　・利用料・自己負担がある場合、備考欄に内容、内訳を記載すること。
５　予算科目別内訳（予算科目別に記入すること。）
	経　 費 　区 　分
	対象経費支出予定額
	内　　　　 訳
	備　 考

	（例)

  給　　　料
　職員諸手当等
  　○○○手当
　報　償　費
　○○○
	　　            円
	
	

	合　　　計
	
	
	


６　保健事業計画（項目別に整理して記入すること。）
	事　業　名
	事業内容
	実施時期
	備　　考

	（例）
健康教育事業
健康増進指導事業
	・健康増進、生活習慣改善に
　関する健康学習の実施
・
	　年間
  回／月
	


Ⅲ　添付書類
　１　国民健康保険調整交付金（総合保健施設分）所要額調書（別紙）
　２　歳入歳出予算（見込）書抄本
　　　（本事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること。）
　３　施設設置条例（一部事務組合にあってはその規約）の写

　４　加算要件に該当していることが確認できる書類等
　５　その他参考となる書類
